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展・改革委員会は，「新型城鎮化」政策の進捗に応じて，関係部署がその都度重点的に取り組む








展・改革委員会は，2014 年 12 月，2015 年 11 月，2016 年 12 月の 3 回にわたって設置した 243











「新型城鎮化」政策のマスタープランである「国家新型城鎮化規画（2004 － 2020 年）」8（2014
2　中華人民共和国国家発展和改革委員会（2019 年 3 月）「2019 年新型城鎮化建設重点任務」同ウェブサイ
ト（http://www.ndrc.gov.cn/fzgggz/fzgh/zcfg/201904/W020190408358270306122.pdf）。
3 　中華人民共和国国家発展和改革委員会（2014 年 12 月）「国家新型城鎮化綜合試点方案」同ウェブサイト
　（http://www.ndrc.gov.cn/zcfb/zcfbtz/201502/W020150204327302085897.pdf）。
4　中華人民共和国国家発展和改革委員会（2015 年 11 月）「第二批国家新型城鎮化綜合試点工作方案要点」
同ウェブサイト（http://www.ndrc.gov.cn/gzdt/201511/W020151127367111138939.pdf）。
5　中華人民共和国国家発展和改革委員会（2016 年 12 月）「第三批国家新型城鎮化綜合試点地区名単」同
ウェブサイト（http://www.ndrc.gov.cn/zcfb/zcfbtz/201612/W020161207325716148080.pdf）。
6　柳澤和也（2018 年 1 月）「現代中国における『新型城鎮化』政策の検討─農村住民の受入れ拠点とな
る県級市の動向を中心として」神奈川大学経済学会『商経論叢』第 53 巻第 1・2合併号，13～54 頁。
7　柳澤和也（2019 年 7 月）「現代中国の『新型城鎮化』政策における県級市の課題の検討─両極端な人口
変動の趨勢を示す試験区域の課題の比較」神奈川大学経済学会『商経論叢』第 54 巻第 4号，121～135 頁。
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注 　2018 年までの数値は，実績値であり，2020 年の数値は，「城鎮化規画」で掲げた目標値である。
資料　中華人民共和国国家統計局編（2018 年）『中国統計年鑑 2018』国家統計出版社。
　　 　中華人民共和国国家統計局人口和社会科技統計司（2018 年）『中国人口和就業統計年鑑 2018』中国統計出
版社，ほか。
　　 　中華人民共和国国家統計局（2019 年 2 月）「2018 年国民経済和社会発展統計公報」同ウェブサイト（http://
www.stats.gov.cn/tjsj/zxfb/201902/t20190228_1651265.html）。
図表 2は，「城鎮化規画」とその補足規定のひとつである「関于進一歩推進戸籍制度改革的意




8　中華人民共和国国務院（2014 年 3 月）「国家新型城鎮化規画（2014-2020 年）」同ウェブサイト（http://
www.gov.cn/zhengce/2014-03/16/content_2640075.htm）。
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100 万以上 合理的受入れ 必　　要 必　　要 一定期間必要 許　　可












小　都　市 50 万未満 全面的受入れ 規定なし　　　（＝不要） 必　　要
規定なし　　　　
（＝不要） 許　　可





　　２ ．「規画」と「意見」は，大都市を市街地常住人口の規模によって 100 万以上 300 万未満の大都市と 300 万以上 500 万
未満の大都市と表現しているにすぎないが，国務院が「規画」と「意見」と同年に発出した「国務院関于調整城市規模
画分標準的通知」では，前者はⅡ型大都市，後者はⅠ型大都市と表現されている。
資料　「規画」および「意見」より作成。      



















































































めていたⅡ型大都市（市街地常住人口 100 万以上 300 万未満）に対しても農村戸籍保有者の全面
的受入れを指示している。同時に，「重点任務」は，異なる受入れ条件の設定を認めていたⅠ型
大都市（市街地常住人口 300 万以上 500 万未満）に対しても一定の条件を満たした者の全面的受






























2017 年末の戸籍人口は，河南省 1 億 1,377 万，山東省 1 億 9 万，広東省 9,317 万，四川省 9,113
万，江蘇省 7,794 万，河北省 7,682 万であり，6省級行政区のいずれもが，一国の総人口に匹敵
















各県級行政区の戸籍人口は，2012 年末から 2017 年末にかけて 2012 年末時点の規模（最小が
四川省得栄県の 2.6 万，最大が広東省普寧市の 238 万である）に係わりなく増加あるいは減少し
ている。戸籍人口の変動は，県級行政区内外の諸条件に規定される現象であり，初期の人口規模
を問わない変動は，当然の結果であるといえよう。とはいえ，戸籍人口が増加した県級行政区の





階層的に分布していく傾向をもつ（人口第 2位の都市の人口は，人口第 1位の都市の 2分の 1，
人口第 3位の都市の人口は，人口第 1位の都市の 3分の 1，人口第ｎ位の都市の人口は，人口第
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9　Auerbach, Felix （Jahrgang 1913）, ʻDas Gesetz der Bevölkerungskonzentration ʼ, Petermann ʼs 
Geographische Mitteilungen, 59, S.74-76（未読）.
10　Zipf, George Kingsley（2012）, Human Behavior and the Principle of Least Ef fort : An Introduction to 
Human Ecology, Martino Publishing（原著（1949）Addison-Wesley Press）.































































資 料 　中華人民共和国公安部編（2013年）『中華人民共和国全国分県市人口統計資料 2012』群衆出版社。
　　　国家統計局人口和就業統計司編（2018年）『中国人口和就業統計年鑑 2018』中国統計出版社。

























13　日本では，国勢調査の調査区を基本単位とする「人口集中地区」（Densely Inhabited District : DID）の
特定が 1960 年代以降行われるようになっており，一般に，この DID人口を厳密な意味での都市人口とみ
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資料 　国家統計局人口和就業統計司編（2018 年）『中国人口和就業統計年鑑 2018』中国
統計出版社ほか。



















から 5年が経過した時点において全市戸籍人口 50 万から 150 万あたりの都市で進展している実
態をふまえ，市街地常住人口 100 万以上の都市における集積の利益の活用に重点を置く決断を下
したと思われる。
また，「城鎮化規画」において農村戸籍保有者の受入れを担う県級行政区は，「城鎮化規画」に
先行する「効能区規画」において「開発重点区」に分類されていた。「城鎮化規画」で中都市と
2群の大都市（Ⅱ型大都市とⅠ型大都市）に分類されるとともに「効能区規画」で「開発重点
区」に分類される県級行政区は，戸籍所在地の変更をともなう人口流入が窺われ，そうした県級
行政区とその密集地は，新都市群・新都市圏へと今後成長していく可能性を秘めていた。
残された課題も，旧稿と同様に依然として多い。とりわけ戸籍人口の増加に対する農村戸籍保
有者による嵩上げの実態は，より正確に推定される必要がある。本稿で言及した安徽省，河南
省，広西壮族自治区，貴州省における嵩上げの実態は，地方政府が発行している公刊資料からな
るべく多くの県級行政区の人口の自然増加率を収集して見定めるつもりである。
